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老
老
介
護
、
認
認
介
護
の
増
加
が
心
配

主
任
研
究
員
　
浅　

野　
　
　

学

調査
　

２
０
２
０
年
の
国
勢
調
査
で
は
65
歳
以
上
の
高
齢
者
が

い
る
世
帯
は
２
２
６
５
・
５
万
世
帯
と
20
年
前
の
１
・
５
倍

に
増
え
た
（
一
般
世
帯
に
占
め
る
割
合
は
８
・
５
ポ
イ
ン

ト
上
昇
の
40
・
７
％
）。
こ
の
う
ち
「
夫
婦
の
み
の
世
帯
」

は
１
・
７
倍
の
６
８
４
・
８
万
世
帯
と
、
高
齢
者
同
士
が
助

け
合
っ
て
生
活
し
て
い
る
世
帯
が
増
え
て
い
る
。

老
老
介
護
、
認
認
介
護
と
は

　

老
老
介
護
と
は
、「
65
歳
以
上
の
夫
（
妻
）
を
65
歳
以

上
の
妻
（
夫
）
が
介
護
し
て
い
る
」「
65
歳
以
上
の
親
を

65
歳
以
上
の
子
ど
も
が
介
護
し
て
い
る
」
と
い
う
よ
う
に
、

介
護
さ
れ
る
人
と
介
護
す
る
人
が
と
も
に
65
歳
以
上
の
高

齢
者
で
あ
る
場
合
を
さ
す
。

　

認
認
介
護
は
、
老
老
介
護
が
深
刻
化
し
た
状
態
で
、
介

護
さ
れ
る
人
と
介
護
す
る
人
が
と
も
に
認
知
症
と
い
う
場

合
で
あ
る
。

老
老
介
護
の
状
況

　
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
は
３
年
ご
と
の
大
規
模
調
査

に
お
い
て
、
要
介
護
者
等
が
い
る
世
帯
の
状
況
を
調
査
し

て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
65
歳
以
上
の
要
介
護
者
等
が

い
る
世
帯
の
う
ち
同
居
の
主
な
介
護
者
も
65
歳
以
上
（
老

老
介
護
）
と
い
う
割
合
は
、
２
０
２
２
年
に
は
63
・
５
％

と
６
割
を
超
え
た
〔
図
表
１
〕。
75
歳
以
上
同
士
は
35
・
７ 

　

こ
の
有
病
率
を
使
っ
て
夫
婦
の
状
況
を
み
た
の
が
右
半

分
の
計
算
結
果
で
あ
る
。
２
０
３
０
年
の
「
夫
婦
と
も
認

知
症
」
の
割
合
は
、
夫
と
妻
の
有
病
率
（
各
々
22
・
５
％
）

を
掛
け
合
わ
せ
て
５
・
１
％
と
し
て
い
る
。
そ
し
て
60
年

に
は
65
歳
以
上
同
士
の
夫
婦
の
う
ち
11
・
１
％
が
認
認
介

護
と
な
る
計
算
だ
。

％
と
３
分
の
１
を
超
え
て
お
り
、
介
護
す
る
人
の
年
齢
を

考
え
る
と
体
力
的
に
も
厳
し
い
状
況
に
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

ま
た
、
老
老
介
護
の
予
備
軍
も
含
め
た
60
歳
以
上
同
士
は

77
・
１
％
と
高
く
、
老
老
介
護
の
世
帯
が
今
後
さ
ら
に
増

え
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

〔図表２〕65歳以上の認知症患者の推定者数と推定有病率

〔図表１〕要介護者等と同居の主な介護者の
　　　　 組み合わせ

資料：内閣府「2017年版厚生労働白書」より作成

資料：厚生労働者「国民生活基礎調査」より作成
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認
認
介
護
の
状
況

　
「
２
０
１
７
年
版
厚
生
労
働
白
書
」
で
は
、
65
歳
以
上

の
高
齢
者
に
つ
い
て
、
認
知
症
の
有
病
率
と
そ
の
患
者
数

の
推
計
が
示
さ
れ
た
。
認
知
症
の
有
病
率
が
現
在
よ
り
早

い
ペ
ー
ス
で
上
昇
す
る
場
合
、
２
０
６
０
年
に
は
33
・
３ 

％
に
な
り
、
患
者
数
は
１
１
５
４
万
人
に
増
加
す
る
と
推

計
さ
れ
て
い
る
〔
図
表
２
〕。

計算上の夫婦の状況（有病率が上昇する場合）
【2030年】 夫　　　妻　
夫が認知症 17.4% = 22.5％×77.5％
妻が認知症 17.4% = 77.5％×22.5％
夫婦とも認知症 5.1% = 22.5％×22.5％
夫婦とも認知症ではない 60.0% = 77.5％×77.5％

計 100%
【2040年】 夫　　　妻　
夫が認知症 18.5% = 24.6％×75.4％
妻が認知症 18.5% = 75.4％×24.6％
夫婦とも認知症 6.1% = 24.6％×24.6％
夫婦とも認知症ではない 56.9% = 75.4％×75.4％

計 100%
【2050年】 夫　　　妻　
夫が認知症 19.7% = 27.0％×73.0％
妻が認知症 19.7% = 73.0％×27.0％
夫婦とも認知症 7.3% = 27.0％×27.0％
夫婦とも認知症ではない 53.3% = 73.0％×73.0％

計 100%
【2060年】 夫　　　妻　
夫が認知症 22.2% = 33.3％×66.7％
妻が認知症 22.2% = 66.7％×33.3％
夫婦とも認知症 11.1% = 33.3％×33.3％
夫婦とも認知症ではない 44.5% = 66.7％×66.7％

計 100%
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一
部
デ
ー
タ
の
閲
覧
は
自
治
体
職
員
に
限
ら
れ
る
が
、
一

般
の
人
で
も
医
療
・
介
護
に
関
す
る
基
本
的
な
デ
ー
タ
を

閲
覧
で
き
る
。
他
市
と
の
比
較
グ
ラ
フ
の
作
成
や
事
例
検

索
な
ど
が
可
能
で
あ
り
、
自
治
体
の
担
当
者
が
支
援
計
画

を
作
る
際
の
有
力
な
ツ
ー
ル
と
な
っ
て
い
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
よ
う
な
連
携
を
進
め
る
こ
と
だ

け
で
、
き
め
細
か
い
在
宅
介
護
が
本
当
に
可
能
な
の
か
不

安
が
残
る
。
２
０
２
１
年
に
厚
生
労
働
省
が
取
り
ま
と
め

た
資
料
（
注
）
に
よ
る
と
、
２
０
４
０
年
度
に
必
要
な
介
護

職
員
は
全
国
で
64
・
９
万
人
も
不
足
す
る
と
予
想
さ
れ
て

い
る
か
ら
で
あ
る
。
在
宅
介
護
に
こ
だ
わ
る
あ
ま
り
家
族

の
負
担
が
増
え
て
し
ま
う
の
で
は
本
末
転
倒
で
あ
る
。

　

筆
者
の
経
験
で
は
、
夜
中
に
何
回
も
ト
イ
レ
に
起
き
る

父
を
母
が
一
人
で
介
護
す
る
（
老
老
介
護
）
に
は
限
界
が

あ
っ
た
。
離
れ
て
暮
ら
す
兄
や
私
が
交
代
で
介
護
す
る
わ

け
に
も
い
か
ず
、
父
を
介
護
施
設
に
委
ね
た
。
そ
の
決
め

手
は
、
介
護
施
設
の
人
に
「
こ
の
ま
ま
で
は
母
が
倒
れ

る
」
と
言
わ
れ
た
こ
と
だ
っ
た
。

　

在
宅
介
護
は
、
介
護
す
る
家
族
に
過
重
な
負
担
が
か
か

る
。
介
護
者
が
高
齢
で
あ
る
場
合
は
な
お
さ
ら
で
あ
る
。

政
府
の
基
本
的
な
考
え
方
が
在
宅
だ
と
し
て
も
、
家
族
に

よ
っ
て
介
護
の
あ
り
方
は
異
な
っ
て
い
る
。
介
護
の
行
き

詰
ま
り
が
引
き
金
と
な
っ
た
事
件
や
介
護
離
職
と
い
っ
た

問
題
を
防
ぐ
た
め
に
も
、
い
ざ
と
い
う
と
き
に
備
え
た
制

度
や
施
設
の
充
実
も
同
時
に
進
め
る
な
ど
、
政
府
に
は
柔

軟
な
対
応
を
お
願
い
し
た
い
。

（
注
）「
第
８
期
介
護
保
険
事
業
計
画
に
基
づ
く
介
護
職
員
の
必
要

数
に
つ
い
て
」

介
護
を
必
要
と
す
る
人
の
増
加
が
一
因

　

こ
の
よ
う
に
、
老
老
介
護
、
認
認
介
護
が
増
え
る
要
因

の
一
つ
が
、
要
介
護
（
要
支
援
）
認
定
者
数
の
増
加
で
あ

る
。
２
０
０
０
年
４
月
に
介
護
保
険
制
度
が
始
ま
っ
て
以

降
、
認
定
者
数
は
年
々
増
加
し
、
22
年
３
月
末
に
は
全
国

で
６
７
６
万
人
と
な
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
そ
の
認
定
率

（
65
歳
以
上
の
第
１
号
被
保
険
者
に
占
め
る
割
合
）も
18・８ 

％
ま
で
高
ま
っ
て
い
る
〔
図
表
３
〕。

　

こ
の
認
定
率
に
つ
い
て
、
22
年
ま
で
の
推
移
を
参
考
に

毎
年
０
・
１
％
ず
つ
上
昇
す
る
と
仮
定
し
て
、
65
歳
以
上

の
推
計
人
口
と
掛
け
合
わ
せ
て
認
定
者
数
を
計
算
し
た
と

こ
ろ
、
50
年
に
は
８
４
０
万
人
ま
で
増
加
す
る
結
果
と

な
っ
た
。

介
護
が
必
要
に
な
っ
た
最
大
原
因
は
認
知
症

　

介
護
保
険
制
度
が
始
ま
っ
た
こ
ろ
は
、
介
護
が
必
要
に

な
っ
た
最
大
原
因
は
脳
血
管
疾
患
で
、
２
０
０
１
年
の
調

査
で
は
27
・
７
％
と
認
知
症
の
10
・
７
％
を
大
き
く
上
回
っ

て
い
た
。
そ
の
後
、
両
者
の
割
合
は
逆
転
し
、
22
年
に
は

認
知
症
が
23
・
６
％
と
最
大
原
因
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た

骨
折
・
転
倒
が
徐
々
に
上
昇
し
て
お
り
、
足
腰
が
弱
ら
ぬ

よ
う
配
慮
す
る
こ
と
も
必
要
だ
〔
図
表
４
〕。

〔図表４〕介護が必要になった主な原因【要介護1～5】

〔図表３〕要介護（要支援）認定者数と認定率の推移【65歳以上】

資料：厚生労働者「国民生活基礎調査」より作成

資料：厚生労働者「介護保険事業報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の
将来人口推計」（2023年推計）より作成

※2030年以降の数値は下記の方法により推計した
　・認定率…2022年までの推移を参考に、毎年0.1％ずつ上昇すると仮定
　・要介護（要支援）認定者数…65歳以上の推計人口×認定率
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家
族
の
実
情
に
合
わ
せ
た
対
応
を

　

政
府
は
、
高
齢
者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
心
し
て
暮

ら
せ
る
よ
う
「
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
推
進
事
業
」
を
進

め
て
い
る
。
実
際
に
は
都
道
府
県
や
市
町
村
が
中
心
と

な
っ
て
、
地
域
の
医
療
・
介
護
の
関
係
機
関
の
連
携
を
強

化
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
が
、
例
え
ば
、
厚
生
労
働
省
は

そ
の
た
め
の
ツ
ー
ル
と
し
て
「
地
域
包
括
ケ
ア
『
見
え
る

化
』
シ
ス
テ
ム
」
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
公
開
し
て
い
る
。


